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 プラン作成にあたって　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　社会構造の変化に伴いライフスタイルは多様化しています。
　加えて終身雇用制が崩れ、さらに年金制度の疲弊により将来の生活設計の必要性は避けられない時代になってきました。

　そこで私、（　　　　　）は資産設計、資産管理のプロとしてご要望に基づき、今後のライフプランを考え、（　　　）様ご自身の心配や不安を少しでも取り除き、豊かで安心した第二の人生を送っていただけるようにファイナンシャルプランを作成させていただきました。

　資産の見直し、保険設計など様々な角度から問題点を分析し、最適なプランを作成いたしました。このプランが実りある人生設計を立てられるための参考としていただければ幸いです。

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　）年（　　）月（　　）日

· この提案書のすべての分析およびご提案は、お客様ご記入の質問紙とその後のインタビューにおける情報にも基づいております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファイナンシャルプランナー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

（　　）様の（　　　）年12月31日現在のプロフィール
[１]　家族状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	氏名
	続柄
	生年月日
	年齢
	職　業
	備考

	（　　　　）
	夫
	（　　　　　　　　　　）
	５４
	会社員
	

	（　　　　）
	妻
	1966年12月30日
	５２
	（　 　　）
	

	（　　　　）
	長男
	1993年６月20日
	２５
	会社員
	独身　同居

	（　　　　）
	長女
	1995年７月25日
	２３
	大学院生
	独身　同居


[２].　現在の収入

（１）現在の収入　　　　　　　　※前提：給与上昇率は定年まで０％で計算
	種　類
	年間収入
	備考

	夫
	900万円
	合計所得1,000万円以下　　　　 ⇒配偶者控除に該当

	妻
	36万円
	36万―65万（給与控除）＝０  　⇒配偶者控除に該当

	長女
	120万円
	120万－65万（給与控除）＝55　  ⇒扶養に非該当


　　｢年間収入｣は、（　　　　）年1月1日から12月31日までの実績

（２）可処分所得（手取額）　


[３]今後の収入予定（年間）
（１）給与収入

	職種
	期間
	給与収入
	可処分所得

	給与
	定年まで勤務

（６０歳時）
	９００万円
	（　　　　　）万円


（２）克典様　1964年12月30日生まれ　　
　６５歳　　　　　　　　　　　　６７歳　　　　　　　　　　終身

	老齢厚生年金

（　　　　　　　）万円


	

	老齢基礎年金

（　　　　　　　）万円


	

	加給年金

（　　　　　　　）万円




　　　　　　65歳以降合計（　　　）万円 　　67歳以降合計（　　　）万円

さとみ様　1966年12月30日生まれ　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５歳　　　　　　　　　　終身

	老齢厚生年金

（　　　　　）万円


	

	老齢基礎年金

（　　　　　）万円


	

	振替加算

（　　　　　）万円


	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　65歳以降合計（　　　）万円

　※2018年4月価格
注）年金が反映する年齢は、夫婦ともに誕生日が12月のためキャッシュフロー表には１年遅れで表示されます。

（３）退職金　　→手取額＝退職金収入－税額（所得税＋住民税）
	内　　容
	収入金額
	手取金額
	収入時期

	退職金
	2,000万円　
	（　　　　　）万円
	60歳の誕生日



[４]現在の支出　　　　　　　
	項　　目
	年間支出金額
	備考

	基本生活費
	360万円
	1 （2018）年1月1日から

12月31日までの実績です。

2 損害保険料は、自動車保険、建物火災保険（内：建物火災保険料１万円：建物地震保険料2万円・自動車保険料７万円）合計の保険料です。

	住居費
	住宅ローン
	（　　　）万円
	

	
	住宅維持費
	30万円
	

	教育費
	125万円
	

	保険料
	生命保険料
	（　　　）万円
	

	
	損害保険料
	10万円
	

	合　　　計
	　合計702万円
	


[５]今後の支出予定
	内　容
	支出の時期・金額
	変動率などの

前提条件

	基本生活費
	長女就職後は
年間（　　　）万円を減額
	1 基本生活費、教育費の変動率は
（　　　）％で計算。
その他の項目は０％

2 保険料は今後も定額。

	住居費
	住宅ローン
	返済は65歳時まで
	

	
	住宅維持費
	固定資産税など

（※修繕費は含まない）
	

	教育費
	長女が大学院修士課程（２年間）終了まで年間125万円の予定（※長女が大学院1年生の教育費は既に支払済。大学院2年生の教育費は2019年中に支払う予定。）
	

	保険料
	生命保険料
	加入している生命保険・医療保険を参照
	

	
	損害保険料
	今後も継続予定
	

	マイカー買換
	（　　　　）年と以降
（　　　　）年毎に

（　　　　）万円を予定。

（　　　　）年までとする 
	

	レジャー費
	定年後は毎年（　　　）万円を予定（夫が70歳まで）

2023年に上記とは別に
（　　　）万円の海外旅行
	

	結婚資金援助
	子供がそれぞれ30歳時に

（　　　　）万円を予定
	

	バリアフリー化工事
	夫が65歳時に
（　　　　）万円
	


[６]加入している生命保険　
	保険　会社
	（　　　　　）生命
	（　　　　　）生命

	種　　　類
	定期保険
	個人年金保険

	契　約　者
	夫
	夫

	被保険者
	夫
	夫

	保険金受取人
	妻
	夫（年金受取人）
妻（死亡給付金受取人）

	契　約　日
	（　　　　）年（　　　）月
	（　　　　）年（　　　）月

	保険期間
	15年
	払込期間　　10年

	保険金
	死亡保険金　（　　　　）万円

入院給付金　日額　5,000円
	５年確定年金

60歳から年額66万円
死亡給付金

（2018年12月31日時点：125万円）

	保険料
	月払い　（　　　　　　）円

内訳：死亡保険金部分35,800円、入院給付金部分　　　 4,200円
	　

月払い　26,000円


＜医療保険＞

	保険会社
	（日本国民）共済

	保険の種類
	医療タイプ

	契約者
	妻

	被保険者
	妻

	保険金受取人
	夫

	契約日
	（　　　　）年（　　）月

	保険期間
	1年（妻が満60歳の契約満了日まで更新）

	保険金
	死亡共済金：　60歳まで50万円

入院共済金：　日額6,000円

	保険料
	月払い 1,600円


各生命保険の年間保険料と支払期間　　
　　 ①定期保険　  年間（　　　　　）円　 （夫65歳で終了）
　　 ②妻の共済　　年間　 20,000円　 　　（夫62歳で終了）

　　 ③個人年金 　 年間　312,000円　　   （夫60歳で終了）

保険料の推移
・夫54歳～60歳　年間保険料（　　 　）円（定期保険・共済・個人年金）　　
・夫61歳～62歳　年間保険料（　 　　）円（定期保険・共済）　
・夫63歳～65歳　年間保険料（　　 　）円（定期保険）
・夫66歳～　　　 年間保険料（　　 　）円　 　
 [７]　保有している金融資産　　　　　
金融資産　　　

	金融商品名
	残　高（時　価）
	変動率などの
前提条件

	普通預金
	200万円
	今後の運用率は平均（　　）％で計算

	定期預金
	（　　　　　）万円
	

	外貨定期預金
	200万円
	

	投資信託
	200万円
	

	合　　計
	（　　　　　）万円
	


[８] 住宅ローン

	借入先
	残　　高
	金　　利
	返済条件

	銀　行
	1,000万円
	固定金利　1.0％
	年間返済額96万円

残り返済期間11年


[９] 不動産

	種類　
	現在の価値（時価）
	備　考

	土　地
	4,000万円
	土地・建物　1999年購入

	建　物
	 500万円
	

	合　計
	4,500万円
	


　プラン作成にあたってのご要望　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1 　定年後は、夫婦で旅行に行ったり、趣味を楽しむなど充実した日々を送りたいと考えています。
そのため、生涯の老後資金が足りるかどうか心配です。もし不足するようなら、どのような対策をとったらよいか提案してください。
私自身は、勤務先に再雇用制度があるため、再就職してもよいと考えています。（65歳まで。勤務形態は選択可能。）

2 死亡保障と医療保障について，見直しが必要であれば提案してください。特に夫の医療保障が6５歳で満期になることが心配です。

3 現在の貯蓄残高の運用方法と、退職金の運用の考え方について提案してください。

4 その他のお気づきの点があればアドバイスしてください。

	.　ライフイベント表　　　　　　　　　　

	　
	　
	家族構成・年齢
	　

	　
	　
	夫
	妻
	長男
	長女
	イベント

	年数
	R
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	（　　）
	　

	2018
	
	54
	52
	25
	23
	

	2019
	1
	55
	53
	26
	24
	長女教育資金125万円

	2020
	2
	56
	54
	27
	23
	　長女就職予定

	2021
	3
	57
	55
	28
	24
	車の買換え

	2022
	4
	58
	56
	29
	25
	

	2023
	5
	59
	57
	30
	26
	長男　結婚（結婚資金援助）
（　　　　　　　　　　　　）

	2024
	6
	60
	58
	31
	27
	　夫定年退職
個人年金スタート

	2025
	7
	61
	59
	32
	28
	　長女結婚（結婚資金援助）

	2026
	8
	62
	60
	33
	29
	　日本国民共済終了

	2027
	9
	63
	61
	34
	30
	（　　　　　　　　　　　　）

	2028
	10
	64
	62
	35
	31
	　

	2029
	11
	65
	63
	36
	32
	（　　　　　　　　　　　）
定期保険終了

	2030
	12
	66
	64
	37
	33
	　公的年金開始

	2031
	13
	67
	65
	38
	34
	　再雇用終了

	2032
	14
	68
	66
	39
	35
	　公的年金開始

	2033
	15
	69
	67
	40
	36
	　車の買い替え180万円（終了）

	2034
	16
	70
	68
	41
	37
	　

	2035
	17
	71
	69
	42
	38
	　

	2036
	18
	72
	70
	43
	39
	　

	2037
	19
	73
	71
	44
	40
	　

	2038
	20
	74
	72
	45
	41
	　

	2039
	21
	75
	73
	46
	42
	　

	2040
	22
	76
	74
	47
	43
	　

	2041
	23
	77
	75
	48
	44
	　

	2042
	24
	78
	76
	49
	45
	　

	2043
	25
	79
	77
	50
	46
	　

	2044
	26
	80
	78
	51
	47
	　


　　診断結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[１]キャッシュフロー分析　　　　　　　　
　


[２]マネーポートフォリオの分析　

[３]生命保険の加入状況と問題点の分析　　　　　　　
◆夫の必要死亡保険額の算出（夫が54歳で死亡したと想定）

（金額単位：万円）

	項目
	死亡後の収入と支出の金額



	
	計　算　根　拠
	金　　額

	支出
	妻の生涯の生活費
	死亡時の基本生活費×50％×奥様の平均余命（36年）
	①

	
	住宅維持費
	住宅維持費×奥様の平均余命
（36年）
	②

	
	予備費
	・結婚資金援助、

・レジャー費、

・バリアフリー化工事
	③

	
	①②③の支出合計（A）
	
	

	収入
	公的年金
	遺族厚生年金
	年間（850,000）円

（奥様が生涯受給＝平均余命３6年間）
	

	
	
	中高齢寡婦加算
	年間（585,100　）円

（奥様が64歳まで受給）
	

	
	
	経過的寡婦加算
	なし
	

	
	
	老齢基礎年金
	年間（780,100）円

（奥様が65歳以降、生涯受給＝23年間）
	

	
	
	公的年金合計
	
	④

	
	貯蓄金残高
	夫死亡時の貯蓄残高
	⑤

	
	死亡退職金
	勤務先によって異なるが、この事例では1,200万円と仮定
	⑥

	
	④⑤⑥の収入合計（B）
	
	

	必要保障額（A）－（B）
	
	


· 夫死亡想定時（54歳）の妻の年齢は52歳。現在52歳の女性の平均余命は36年（29年（2017年）簡易生命表より）として計算しております。

◆現在加入している生命保険の保障額　　　




　　　　





　　　　　　　　　　　　　　　
　　＜生命保険の分析結果＞

プラン実現のための対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[１]　キャッシュフロー対策　　　　　　　　　　　
（　　　）様のキャッシュフロー改善のために具体的な対策として、まず次のような対策を提示させて頂きます。



[２]　金融資産運用と住宅ローン対策　

[３]　生命保険対策　　　　　　　　　

対策後期待される効果の分析　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

おわりに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●●ま
＜可処分所得＞　　年収－（社会保険料＋所得税・住民税）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


①年収　　　　900万円


②社会保険料　135万円（年収の15％と仮定）


③所得税・住民税　


　　（給与―給与所得控除額 ―所得控除）×所得・住民合算税率


　　　900―210（下記参照）　―220.26　 ×　30％―42.75　　　＝98万円





（給与所得控除額）


給与収入�
�
�
180万円以下�
給与収入×40％（最低65万円）�
�
180万円超～360万円以下�
給与収入×30％＋18万円�
�
360万円超～660万円以下�
給与収入×20％＋54万円�
�
660万円超～1,000万円以下�
給与収入×10％＋120万円�
�
900万円の場合　⇒　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）





（所得控除の計算）


・基礎控除　　　（　　　　）万円　　・配偶者控除　　　　（　　　　）万円　


・生命保険料控除（　　　　）万円　　・介護医療保険料控除（　　　　）万円


・地震保険料控除（　　　　）万円　　・社会保険料控除　　（　　　　）万円


⇒合計額（　　　　　　　　　）万円


④可処分所得の計算⇒（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）





＜退職金手取額＞　　⇒　退職金―（所得税＋住民税）





①退職金　　　　　2,000万円


②所得税・住民税　　　0円





（退職金―退職所得控除額）×1/2＝退職所得　（退職所得×税率＝所得・住民税）


2,000―（　　　　　　 ）×1/2＝0円





　　


退職所得控除額　（１年未満の端数は切り上げる）


勤続20年以下�
１年当たり40万円　�
�
勤続20年超�
800万円＋（勤続年数―20年）×70万円�
�



勤続38年の場合　⇒　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


　














　　　　　　





　


＜退職前＞


教育費などにより、一時的には年間収支が赤字になることもありますが、退職時までは貯蓄残高の推移は上昇傾向であり特に問題はないと思われます。





＜退職後＞


退職後は年間収支の赤字が常に続くことで、貯蓄残高を圧迫し、夫が（　　）歳で貯蓄残高がマイナスとなり家計が破綻します。その後も赤字がつづき、現状のままでは豊かな老後が送れないという状況になっています。


そのため対策が必要になります。





50歳を超えた人のポートフォリオとしてはリスク性商品を減らすことが必要です。


その観点から現在のポートフォリオを見るとリスク性商品の割合は50％とやや高いと思われます。


さらに、海外情勢の影響で運用環境は厳しいものがあり、リスクは大きいと考えられます。


これらの点を考慮すると、投資商品などの一部を取り崩し、住宅ローンの返済にまわす、ということも考えられます。








� eq \o\ac(□,1)�　定期保険　被保険者　（夫）





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　死亡保障


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　65　歳まで


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,000万円の保障


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入院特約65歳まで


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1日　5,000円





50歳　　　　　（　　　）歳　　　月払 　　（　　　　）円


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内訳：定期　35,800円


医療　 4,200円





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　











定期部分


（　　　　　　）万円








� eq \o\ac(□,3)�個人年金保険　　被保険者　（夫）














　


52歳　　　　　　　　　　　60歳年金開始





　








60歳～5年間　





年額（　　　　）万円


　











� eq \o\ac(□,2)�総合保障タイプ（日本国民）共済　・被保険者（妻）





・死亡共済金　50万円　　　　保険料（　　　　）円／月


・入院共済金　6,000円／日額


　





　








夫の死亡時の必要保障額と現在加入の生命保険の保障額を比べると、現在の保障額が多くなっています。つまり保険に必要以上に加入しているということですので、保障額を減額するという見直しを行うことができます。





具体的には


＜必要保障額＞


（　　　　）万円





＜現在の保障＞　


定期保険　　　　　　5,000万円








必要保障額に対し定期保険は　（　　　　　）万円の保障が加入し過ぎていることになります。





　A：支出の削減に対する提案





住宅ローンの繰上げ返済を行うことで、利息を軽減し、支出を削減します。





生命保険を見直し、保険料を軽減することで、支出を削減します。





③（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）





④（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）








　B：収入の増加に対する提案





60歳以降は再雇用制度を利用して、65歳まで仕事を継続します。　　　　　年間（　　　　　）万円、５年間で総額（　　　　　　）万円を得ることで収入を増額させることができます。





②（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


　





　





　投資商品を一部解約し、住宅ローンを繰上げ返済することにより、利息軽減効果をはかり支出を削減します。





具体的には、住宅ローンについて利息軽減効果の高い期間短縮型（５年間）の繰上げ返済を行うことにより、大きな利息軽減効果を期待しましょう。





＜繰上げ資金＞


5年間の期間を短縮するために必要な繰上げ返済の金額は、現在のローン残高から5年後（60回後）のローン残高を差し引いた金額であり、その金額を繰り上げ返済します。





　　現在残高　　　―　5年後残高　　　＝差額（繰上げ返済額）


　　（233回）　　　　（293回）


9,640,906円　―（　　　　　　　）円　＝（　　　　　　　　）円





　＜利息軽減効果＞


毎月の返済額の５年間合計　―　繰上げ返済額　＝　利息軽減額





毎月の返済額80,032円×60回＝返済総額（　　　　　　　　）円





返済総額　　　　　―　　繰上げ返済額　　　＝　　利息軽減額


（　　　　　　　　）円　（　　　　　　　）円　　（　　　　　　　）円





繰上げ返済したことで（　　　　　　　　）円の利息軽減効果が得られ、それが支出削減につながることになります。





　現在加入の保障額が必要保障額を上回っているので、必要保障額に合わせて保障額を減額します。保障額を減額することで保険料も減額され、その金額が支出削減につながることになります。


具体的には現在の定期保険を解約し、共済など保障額が低く、保険料も安い保険商品に切り替えことを提案いたします。


一方、現在の医療保障が65歳で終了するので、現在の定期保険に付加された医療保険を解約し、終身共済などの一生涯保障が得られる終身医療保険に切り替えることも合わせて提案いたします。





定期保険解約に新たに加入する共済


①都民共済総合保障4型　　（病気死亡保障　800万円　保険料4,000円）


②こくみん共済総合タイプ　（病気死亡保障　400万円　保険料1,800円）


③こくみん共済終身医療5,000　　（入院日額5,000円　保険料4,550円）








＜見直しの結果＞





定期保険の保障額、現在5,000万円→共済（　　　　　）万円に減額されます。


個人年金の死亡給付金125万円と合わせると（　　　　　）万円となり、必要保障額（　　　　　　）万円をカバーできます。


また、終身医療により65歳以降の医療保障も確保できます。





定期保険の保険料、月額40,000円→共済（　　　　　）円に減額されます。











　対策後のキャッシュフローから分析すると、（　　　　　　　　）等支出の削減と（　　　　　　　　　）等収入の増加の対策により収支の改善をはかることができました。





結果として対策前では（　　　　　）歳時に貯蓄残高がマイナスになりましたが、対策後では、８４歳時の貯蓄残高は（　　　　　　）万円なり、結果として家計破綻が改善され、希望のライフプランが実現できるようになりました。





　今回は、ご依頼により第1回目の提案書として、本プランを作成させていただきました。プランをお読みいただいて今後の状況と問題点については、ある程度ご理解いただけましたでしょうか。


　


これらの問題点を克服するための対策を実行に移すことによって、ファイナンシャルゴール（目標）を達成していただければ幸いです。


　


そのためには将来の夢をご家族で十分に話しあって、現状をもう一度把握し、それを見直すことで、その方向性を見つけ出そうと努力されることが大切になります。ご希望であれば、より細かなアドバイスをさせて頂きますので、お気軽にお申し付けください。


　


最後になりましたが、今後の経済環境の変化、金利・税制・年金制度が改定された場合の対応や（　　　　）様ご自身やご家族様のご希望・生活環境の変化に対応するため、少なくとも年に一度は定期的にフォローさせていただければと思います。





この提案書が未来への掛け橋となることを祈りつつ、ご報告を終わらせていただきます。








　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）　年　（　　）月　（　　）日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファイナンシャルプランナー


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　）
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